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介護サービス情報の公表制度の運用実態を把握するため、都道府県を対象として介護サ}ピス情報の公表

制度の運用に関するアンケート調査を実施した。本稿は、アンケート調査の集計結果をとりまとめ、報告す

る。
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[Abstract] 

The purpose of this問searchpaper is to 'report about analysis results of infonnation disclosure system of the care 

service， which is based on the questionnaire 5U刊eyto血eprefecture 
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I アシケート調査の概要

1 .閤査の背景と目的

介護サーピス情報の公表制度(以下、「公表制度」と言う)は、 2005年の介護保険法の改正により、介護

サーピス事業所が、利用者の選択に資する情報を自ら報告し、その情報を第三者が客観的に調査・確認し、

定期的に公表する仕組みとして創設され、 2006年4月に施行された。「公表制度Jの意義は、利用者が介護
サーピス事業所に関する情報を入手し、活用することで、主体的に適切な介護サービス事業所を選択するこ

とができ、こうした利用者の選択が適切に機能することで、介護サーピス事業所のサービズの改善への取り

組みが促されるごとにあると言われる~

制度が導入されて 5年目の2010年7月6日に、「公表制度」が活用されていない等の介護サーピス事業所

の意見を受け、制度の抜本的な見直しが行われることとなった2)。同年10月4日の全国担当者会議において、

平成24年 (2012年)度制度移行にあたっての平成23年 (2011年)度の経過的運用案が示され、その案には既

存事業者の報告及ぴ調査は行わないものとする調査事務及び手数料の前倒し廃止の案が盛り込まれていた3)。

同年11月30日に出された事務連絡において、平成23年度の経過的運用案が軌道修正され、平成23年 (2011年)

度の調査は現行どおりの運営とし、運営体制jが確保できないなどやむを得ない場合は、「調査事務及び手数

料の一部又は全部を前倒しで廃止」する経過的運用が可能とされた4)。

また、 2010年11月25日には、社会保障審議会介護保険部会において『介護保険制度に関する見直しに関す

る意見』が示され、本制度が利用者にとって活用しやすいものとなるよう閲覧機能等を充実させるとともに、

調査については、都道府県知事が必要と認める場合に、適切に実施できることと寸る等、介護サ一日ス事業

所の事務の軽減を図る旨の意見が示された。この意見に沿って、 2011年6月に介護保険法は改正され、 2012

年4月より、調査の義務付けが廃止され、都道府県知事が必要と認める場合に調査を行うものへと変更され

ることとなった。

こうした「公表制度Jの見直しの経緯を踏まえ、制度導入以降の「公表制度」の意義はどの程度達成され

てきたのか、制度見直しは制度の実効性を改善するものとなっているのか、制度の実効性を高めるためには

どのような改善が必要であるのか等を把握するため、介護サーピス情報の公表制度に関するアンケート調査

を実施した。本稿は、その調査結果より制度運用の実態を把握し、今回の制度見直しの問題点、課題、公表

制度の今後の方向性を考察することを目的とする。なお、制度の実効性については、 J制度の意義である「利

用者による介護サーピス事業所の選択(サーピス選択)Jと「介護サーピス事業所のサーピスの質の向上

(サービスの質の向上)Jの2つの観点からの把握を行う。

2.調査の実施概要

( 1 )調査名称

介護サービス情報の公表制度の運用に関するアンケ}ト調査

( 2 )調査期間・調査時点

調査期間:2012年3月6日-2012年3月21日(回収期限は2012年3月31日まで延期)

調査時点:回答記入日
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( 3 )閥査方法

郵送による配布回収を行った。

( 4 )閥査対象

「公表制度」の実施主体である都道府県を対象とし、介護サ}ピス情報の公表制度運用担当課へアンケー

トを送付した。

( 5 )主な調査項目

C従来の制度運用

-平成23年度の制度運用

-従来の制度運用の実効性

.従来の制度運用の問題点

。平成24年度以降の制度運用

-平成24年度以降の調査実施体制

-平成24年度以降の調査実施体制の実効性

目今後の制度見直しの課題

( 6 )集計方法

集計表に示した割合は、回答肢ごとの回答数を回答計(標本数)で除し、パーセント表示している。複数

回答の場合も当該設問の回答計で除しているため、割合の合計が100%を上回る場合がある。複数回答は集

計表にその旨表示している。なお、回答計は回収数が回答の母数となる場合のみ、回収数に一致する。回答

者が限定されている設問等においては、非該当となる回答数を回収数から減じ、回答計を算出している。こ

のため、各設問の回答計と回収数とは必ずしも一致しない。

3.調査票の配布団収状況

「公表制度」の事務を担う都道府県(担当課)を対象に「介護サーピス情報の公表j制度に関するアンケ

ート調査票を送付し、 47団体中37団体より回答を得た。回収率78.7%であヮた。アンケ}ト調査票は郵送に

よる配布回収を行った。

E アンケー卜調査結果

1. r公表制度」の運用実績
( 1 )平成23年度の制度運用

表1 平成:23年度の制度運用

配布数 | 回収数 | 回収率

47 37 78.7% 

平成23年度の運用は、「従来どおり(平成23年度の制度運用では従来どおり調査を実施)Jしたのは12団体

(32.4%)、「経過的運用 1 (新規事業者のみ報告の対象とし、調査を実施しない方法)Jが18団体 (48.6%)

となっている。なお、「調査を実施していない」と回答した団体は4団体 (10.8%)であり、「経過的運用 IJ

と合わせ59.4%が調査を実施していない。
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表2 平成23年度の制度運用

回答肢

1.従来どおり(平成23年度の制度運用では従来どおり調査を実施)

2.経過的運用1(新規事業者のみ報告の対象とし、調査を実施しない方法)

3.経過的運用II(調査対象を縮小し、実施する方法)

4調査を実施していない

5.介護サービス情報公表システムの運用を停止

6.そのf由

無回答

言十

出所:r介護サ ピス情報の公表」制度に関するアンケート調査結果より筆者作成
※表)-表20まで出所は同じ

( 2 )経過的運用等とした理由

回答数 割合

12 32.4% 

18 48.6% 

3 8.1% 

4 10.8% 

。 0.0% 

。 0.0% 

。 0.0% 

37 100.0% 

平成23年度の本制度の運用を経過的運用等とした理由については、「介護サーピス事業所の事務負担の軽

減のためjが11団体 (44.0%)と最も多く、次いで、「平成24年度以降の制度の方向性が見えないためJが9

団体 (36.0%)と続いている。また、その他の回答としては、「平成24年度以降、年1回の訪問調査の義務

付けが廃止される見込みであったためj等、国が平成22年度の時点で、制度を見直し、調査の義務付けを廃

止する方向性を示していたことがあげられている。

表3 経過的運用等とした理由(複数回答)

回答肢 回答数 割合

1運営に係る予算が確保できないため 4 16.0% 

2目指定情報公表センターの運営体制が整わないため 6 24目。%

3指定調査機関の運営体制が整わないため 3 12.0% 

4平成24年度以降の制度の方向性が見えないため 9 36.0% 

5.介護サーピス事業所の事務負担の軽減のため 11 44.0% 

ふ介護サービス事業所の反対意見が多いため 5 20.0% 

7.調査の有効性に疑義があるため l 4.0% 

8.本制度自体の有効性に疑義があるため 。 0.0% 

9.東日本大震災の影響のため 。 0.0% 

10その他 9 36.0% 

無回答 。 0.0% 

言十 25 100.0% 

( 3 )制度運用の実効性

本制度の導入から平成23年度までの制度運用の実効性については、「利用者による介護サービス事業所の

選択(サ}ピス選択)Jと「介護サーピス事業所のサービスの質の向上(サーピスの質の向上)Jの2つの観

点からどの程度の実効性が得られたかを設問した。

その結果、「利用者による介護サーピス事業所の選択Jでは、「あまり達成できていないjが22団体

(59.5%)、「ほとんど達成できていないJ3団体 (8.1%)を合わせ、 67.6%が「達成できていない」と回答し

ている。一方、「ある程度達成できたJが11団体 (29.7%)となっている。

「介護サービス事業所のサービスの質の向上Jについては、「ある程度達成できたjが22団体 (59.5%) 
で、「あまり達成できていなしづが14団体 (37.8%)を上回っている。
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表4 制度運用の実効性

回答肢 回答数 割合

1.十分達成できた 。 0.0% 

2ある程度達成できた 11 29.7% 

A.利用者による介護 3.あまり達成できていない 22 59.5% 

サービス事業所の選択 4.ほとんど達成できていない 3 8.1% 

無回答 1 2.7% 

計 37 100.0% 

l十分達成できた 。 0.0% 

2.ある程度達成できた 22 59.5% 

B.介護サービス事業所の 3.あまり達成できていない 14 37.8% 

サービスの質の向上 4ほとんど達成できていない 。 0.0% 

無回答 1 2.7% 

言十 37 100.0% 

( 4 )制度運用の問題点

「公表制度Jの意義である「利用者による介護サービス事業所の選択」を実効あるものとするにあたり、

どのような点に問題があったかについては、「利用者 家族等が介護サーピス事業所を比較検討できる機能

が備わっていないJr公表された情報の用語が難しく、利用者・家族等にわかりにくいJがそれぞれ21団体
(58.3%)となっている。次いで、「介護サーピス事業所の取り組みやサービスの特色がわかる情報が提示さ

れていないJr利用者・家族等にとって介護サービス事業所の選択をインターネットで行うことがなじまな
いjがそれぞれ16団体 (44.4%)と続いている。

その他の回答には、「制度の周知不足Jに関する回答が3団体、他に、「情報項目が多いJr情報項目から
得られる事業所の特色や程度等をわかりやすく表示するjがあげられている。

表 5 r利用者による介護サービス事業所の選択」の問題点(複数回答)
回答肢 回答数 割合

1.介護サービス事業所を選択するための判断材料が提示されていない 7 19.4% I 
2介護サービス事業所の取り組みゃサービスの特色がわかる情報が提示

16 44.4% 
されていない

3.利用者・家族等が介護サ ピス事業所在比較検討できる機能が備わって
21 58.3% I 

いない

4公表された情報の用語が難しく、利用者・家族等にわかりにくい 21 58.3% 

5.利用者・家族等にとって介護サービス事業所の選択をインターネットで

行うことがなじまない
16 44.4% 

6.その他 5 13.9% 

無回答 1 2.8% 

計 36 100.0% 

「介護サーピス事業所のサーピスの質の向上」を実効あるものとするにあたっての問題点は、「介護サー

ビス事業所のサーピスの質の違いがわかる情報が提示されていない」が14団体 (38.9%)、「介護サーピス事

業所のサーピスの質の向上が点検できる仕組みになっていないJr調査員は指導や評価を行ってはならず、
調査結果が介護サ}ピス事業所のサーピスの質の向上に結びついていない」がそれぞれ13団体 (36.1%)、

「介護サーピス事業所等が事業所聞を比較検討できる機能が備わっていないJが12団体 (33.3%)となって

いる。

その他の回答には、「そもそも質の評価は行わない制度であり、記録等の整備以上に質の向上を求めるに
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は限界があるJIある程度質の向上を図ることができたが、本制度の調査だけで十分達成できるものではな

いJI調査員の専門性に課題JI事業者にとって情報公表がサーピスの利用につながっている実感がない」等

があげられていた。

表6 I介護サービス事業所のサービスの質の向上」の問題点(複数回答)

回答肢 回答数 割合

l目介護サービス事業所のサービスの質の向上が点検できる仕組みになって
13 36.1% 

いない

2介護サービス事業所のサービスの質の遠いがわかる情報が提示されて

いない
14 38.9% 

3.介護サービス事業所等が事業所間を比較検討できる機能が備わって
12 33.3% 

いない

4.介護サービス事業所のサービスの質を向上させる方法が捻示されて

いない
10 川%

5.調査員は指導や評価を行ってはならず、調査結果が介議サービス事業所
13 36.1% 

のサービスの質の向上に結びついていない

6.その他 5 13.9% 

無回答 1 2.8% 

言十 36 100.0% 

2.平成24年度以降の制度運用

( 1 )平成24年度以降の調査実施体制

平成24年度以降の調査実施体制は、「虚偽報告がある場合、または通報等により虚偽報告の疑いがある場

合等に実施Jが23団体 (62.2%)、「事業所自ら調査を希望する場合に実施J16団体 (43.2%)となっている。

「一定年数ごとに実施」は6団体 (16.2%)となっており、「新規申請または新規指定から一定期間毎年実施」

「更新指定時に実施JI一定年数ごとに実施Jのいずれか一つ、またそのいずれかを複数で選択している団体

を集計すると11団体 (29.7%)となっている。その他の回答には、「新規指定時の翌年度JI実地指導と同時」

等があげられている。

表7 平成24年度以降の嗣査実施体構IJ(複数回答)

回答肢 回答数 割合

1基本的に従来どおり実施(年に 1度、対象となるすべての介護サービス 。 0.0% 
事業所に実施)

2新規申誇時または新規指定時に実施 5 13.5% 

3.新規申請または新規指定から一定期間毎年実施 4 10.8% 

4.事業所自ら調査を希望する場合に実施 16 43.2% 

5.更新指定時に実施 6 16.2% 

6.一定年数ごとに実施 6 16目2%

7.調査による修正項目の割合に応じ実施 。 0.0% 

8.虚偽報告がある場合、または通報等により虚偽報告の疑いがある場合等
23 62.2% 

に実施

9調査は実施しない 。 0.0% 

10.未定 5 13.5% 

11.その他 8 21.6% 

無回答 。 0.0% 

計 37 100.0% 
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( 2)調棄にかかる経費の鯛達方法

調査にかかる経費の調達方法は、「指導監査等既存業務の一環として実施する」が14団体 (43.8%)、「介

護サーピス事業所より調査手数料を徴収する」が12団体 (37.5%)、「国の補助金を活用する」が11団体

(34.4%)となっている。

表8 閤査にかかる経費の調達方法(複数回答)

回答肢 回答数 割合

l国の補助金を活用する 11 34.4% 

2都道府県単独で予算措置する 2 6.3% 

3.介護サービス事業所より調査手数料を徴収する 12 37.5% 

4目指導監査等既存業務の一環として実施する 14 43.8% 

5その他 。 0.0% 

無回答 。 0.0% 

計 32 100.0% 

( 3 )平成24年度以降の調査実施体制において閥査を縮小する理由

平成24年度以降の調査実施体制において調査を縮小する理由は、「介護サービス事業所の事務負担の軽減

のため」が24団体 (75.0%)となっており、「法改正により調査の義務が廃止されたためJ21団体 (65.6%)

を上回っている。また、「調査手数料によらない制度運営が困難なため」が14団体 (43.8%)となっている。

表9 平成24年度以降の調査実施体制において調査を縮小する理由(複数回答)

回答肢 回答数 割合

1.法改正により調査の義務が廃止されたため 21 65.6% 

2.調査手数料によらない制度運営が困難なため 14 43.8% 

3.指導監査、第二者評価を実施しているため 4 12.5% 

4.介護サービス事業所の事務負担の軽減のため 24 75.0% 

5.介護サービス事業所の反対意見が多いため 5 15.6% 

6調査の有効性に疑義があるため 3 9.4% 

7.本制度自体の有効性に疑義があるため 5 15.6% 

8.そのf由 1 3.1% 

無回答 1 3.1% 

計 32 100.0% 

( 4 )闘査実施を縮小する場合の情報の正確性、的確性の担保

平成24年度以降の調査実施体制において調査を縮小する場合、介護サーピス事業所より報告公表される情

報の正確性、的確性はこれまでどおり担保されるかについては、「これまでどおり担保される」が20団体

(62.5%)、「これまでどおりは担保されないJ11団体 (34.4%)を上回っている。

表10 調査実施を縮小、廃止する場合の情報の正確性、的確性の担保(複数回答)

回答肢 回答数 割合

l目これまで以上に担保される 。 0.0% 

2.これまでどおり担保される 20 62.5% 

3.これまでどおりは担保されない 11 34.4% 

4.ほとんE担保されない 。 0.0% 

無回答 1 3.1% 
計 32 100.0% 
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( 5 )情報の正確性、的確性が担保されると考える理由

調査を縮小する場合に、介護サーピス事業所より報告公表される情報の正確性、的確性はこれまでどおり

担保されると考える理由は、「介護サービス事業所より報告公表される情報が虚偽であった場合、適正な措

置を講じるためjが11団体 (55.0%)、「介護サーピス事業所の責任において正確、適切な情報が報告公表さ

れると考えられるため」が8団体 (40.0%)となっている。

表11 情報の正確性、的確性が担保されると考える理由(複数回答)

回答肢 回答数 割合

1.介護サービス事業所の責任において正確、適切な情報が報告公表される
8 40目。%

と考えられるため

2介護サーピス事業所より報告公表される情報が虚偽であった場合、適正
11 55.0% 

な措置を講じるため

3.調査員による調査ではこれまで情報の正確性、的確性が必ずしも担保
4 20.0% 

されて乙なかったため

4特にない 。 0.0% 

5.その他 1 5.0% 

無回答 。 。目。%

計 20 100.0% 

( 6 )平成24年度以降の調査実施体制の実効性

平成24年度以降の調査実施体制において、「利用者による介護サーピス事業所の選択(サービス選択)Jと

「介護サーピス事業所のサービスの質の向上(サービスの質の向上)Jの2つの観点からとの程度の実効性が

得られるかを設問した。

その結果、「利用者による介護サービス事業所の選択」については、「これまでどおり達成できるJが18団
体 (56.3%)、「これまでどおりは達成できないjが10団体 (31.3%)となっている。「これまで以上に達成で

きる」は3団体 (9.4%)である。

「介護サーピス事業所のサービスの質の向上」については、「これまでどおり達成できる」が17団体

(53.1 %)、「これまでどおりは達成できない」が13団体 (40.6%)となっている。「これまで以上に達成でき

るJは1団体 (3.1%)にとどまる。

表12 平成24年度以降の調査実施体制の実効性

回答肢 回答数 割合

l これまで以上に達成できる 3 9.4% 
2固とれまでどおり達成できる 18 56.3% 

A.利用者による介護 3.とれまでどおりは達成できない 10 31.3% 

サービス事業所の選択 4ほとんE達成できなくなる 。 0.0% 

無回答 1 3.1% 
計 32 100.0% 
1.ごれまで以上に達成できる 1 3.1% 

2.これまでどおり達成できる 17 53.1% 
B.介護サービス事業所の 3.これまでどおりは達成できない 13 40.6% 
サービスの質の向上 4.ほとんど達成できなくなる 。 0.0% 

無回答 1 3.1% 
言十 32 100.0% 
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3，今後の制度見直しに関する課題

( 1 ) 1利用者による介護サービス事業所の選択」のための取り組みを講じる主体

「利用者による介護サービス事業所の選択」を実効あるものとする取り組みを講じる主体は、「主に固に

おいて講じる必要があるJが19団体 (51.4%)、「主に都道府県において講じる必要があるJ1主に市町村等

基礎自治体において講じる必要がある」がそれぞ'ji7団体 (18.9%)となっている。

表13 1利用者による介護サービス事業所の選択」のための取り組みを講じる主体

回答肢 回答数 割合

1主に国において講じる必要がある 19 51.4% 

2.主に都道府県において講じる必要がある 7 18.9% 

3.主に市町村等基礎自治体において講じる必要がある 7 18.9% 

4.必要ない 3 8.1% 

無回答 1 2.7% 

言十 37 100.0% 

「主に都道府県において講じる必要がある」と回答した団体の取り組みについては、「聞のガイドライン

に基づく本制度の運用Jが4団体 (57.1%)となっている。「本制度に都道府県独自の取り組みを付加(国

のガイドラインの枠外の取り組み)は l団体 (14.3%)となっている。

表14 r利用者による介護サービス事業所の選択」のための都道府県の取り組み(複数回答)
回答肢 回答数 割合

1.国のガイドラインに基づく本制度の運用 4 57.1% 

2本制度に都道府県独自の取り組みを付加(国のガイドラインの枠外の
14.3% 

取り組み)

3介護サービス事業所に対する第二者評価制度の運用強化 2 28.6% 

4.介護サービス事業所に対する指導監査実施体制の強化 l 14.3% 

5特にない 。 0.0% 

6.そのf由 。 0.0% 

無回答 。 0.0% 

言十 7 100.0% 

( 2) 1介護サービス事業所のサービスの質の向上Jのための取り組みを講じる主体
「介護サービス事業所のサ}ピスの質の向上jを実効あるものとする取り組みを講じる主体は、「主に固

において講じる必要があるjが16団体 (43.2%)、「主に都道府県において講じる必要がある」が14団体

(37.8%)となっている。

表15 1介護サービス事業所のサービスの質の向上」のための取り組みを講じる主体

回答肢 回答数 割合

1.主に国において講じる必要がある 16 43.2% 

2主に都道府県において講じる必要がある 14 37.8% 

3.主に市町村等基礎自治体において講じる必要がある 2 5.4% 

4.必要ない 2 5.4% 

無回答 3 8.1% 

言十 37 100.0% 

「王に都道府県において講じる必要がある」と回答した団体の取り組みについては、「介護サーピス事業
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所に対する指導監査実施体制の強化」が6団体 (42.9%)、「国のガイド手ザンロ基づく本制度の運用Jが5

団体 (35.7%)となってい泊。「本制度に都道府県独自の取り組みを付加(聞のガイドラインの枠外の取り

組み)は2団体 (14.3%)となっている。

表情 「介護サービス事業所のサービスの質の向上」のための都道府県の取り組み(複数回答)

回答肢 回答数 割合

1.国のガイドライシに基づく本制度の運用 5 35.7% 

2.本制度に都道府県独自の取り組みを付加(国のガイドラインの枠外の

取り組み)
2 14.3% 

3介護サービス事業所に対する第三者評価制度の運用強化 2 14，3% 

4.介護サービス事業所に対する指導監査実施体制の強化 6 42，9% 

5.特にない 。 .0.0% 

6.その他 1 7.1% 

無回答 。 0.0% 

言十 14 100.0% 

( 3) r利用者による介護サービス事業所の選択」のための制度の改善方策
今後、「利用者による介護サービス事業所の選択」を実効あるものとするためにどのような改善を行う必

要があるかについては、「介護サーピス事業所の情報を一覧形式で比較検討できるようにするJ20団体

(54.1 %)、陥来の調査項目、調査手法を改善し、介護サービス事業所のサービスの質を判断できるように

するJr良質なサーピスを提供する介護サービス事業所を容易に検索できるようにするJr介護支援専門員が
本制度を積極的に活用し、利用者・家族等への情報提供を促す仕組みを設ける」がそれぞれ19団体 (51.4%)

となョている。また、「介護サ}ピス事業所独自の取り組みや特色あ石サーピス内容、設備等を文書や写真

等で紹介するJr利用者・家族等が本制度を理解し、介護サーピス事業所の選択に活用できる£う普及捻進
策を講じる」がそれぞれ17団体 (45.9%)となっている。

表17. r利用者による介護サービス事業所の選択jのための制度の改善方策(複数回答)
回答肢 回答数 割合

1.従来の調査項目、調査手法を改善し、介護サービス事業所のサービスの
19 51.4% 

質を判断できるようにする

2.良質なサーピスを提供する介護サービス事業所を容易に検索できるよう
19 51.4% 

にする

3介護サービス事業所独自の取り組みゃ特色あるサービス内容、設備等を
17 45.9% 

文書や写真等で紹介する

4.介護サービス事業所が報告する情報について指定要件を満たしているか
2 5.4% 

点検調査を行う

5.介護サーピス事業所の情報を一覧形式で比較検討できるようにする 20 54.1% 

6.調査を受審する介護サービス事業所に対するインセンティプを設ける 4 10品%

7介護支援専門員が本制度を積極的に活用し、利用者・家族等への情報
19 51.4% 

提供を促す仕組みを設ける

8利用者・家族等が本制度を理解し、介護サービス事業所の選択に活用
17 45.9% 

できるよう普及推進策を講じる

9特にない 。 0.0% 

10.その他 。 0.0% 

無回答 1 2.7% 

言十 37 100.0% 
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( 4) r介護サービス事業所のサービスの質の向上」のための制度の改善方策
今後、「介護サーピス事業所のサービスの質の向上」を実効あるものとするためにどのような改善を行う

必要があるかについては、「従来の調査項目、調査手法を改善し、介護サービス事業所のサーピスの質を判

断できるようにするJr良質なサーピスを提供する介護サーピス事業所を容易に検索できるようにする」が
それぞれ20団体 (54.1%)、「介護サービス事業所の情報を一覧形式で比較検討できるようにするJ16団体

(43.2%)となっている。

表18 r介護サービス事業所のサービスの質の向上」のための制度の改善方策(複数回答)
回答肢 回答数 割合

1.従来の調査項目、調査手法を改善し、介護サービス事業所のサービスの
20 54.1% 

質を判断できるようにする

2.良質なサービスを提供する介護サービス事業所を容易に検索できるよう
20 54.1% 

にする

3良質なサービスを提供する介護サービス事業所を表彰する仕組みを
3 8.1% 

設ける

4.介護サービス事業所が報告する情報について指定要件を満たしているか
1 2.7% 

点検調査を行う

5.介護サービス事業所の情報を一覧形式で比較検討できるようにする 16 43.2% 

6回調査を受容する介護サービス事業所に対するインセンティブを設ける 6 16.2% 

7.調査員による調査を介護サービス事業所のサービスの質の向上に活用
5 13.5% 

できるように改善する

8.介護サービス事業所の本制度に対する理解とサービスの質の向上に寄与
4 10.8% 

する研修機会を提供する

9特にない 。 0.0% 
10.その他 3 8.1% 
無回答 1 2.7% 
言十 37 100.0% 

( 5 )都道府県独自の取り組み

「利用者による介護サービス事業所の選択Jや「介護サーピス事業所のサ}ピスの質の向上」を図るため

に実施、または、実施を検討している都道府県独自の取り組みについては、下記のとおり 3団体より回答が

あった。

①育報公表の報告データに当該事業所の写真や動画を掲載した本件独自の情報開示システムを開発。本

年度は住宅改修や介護タクシー、配食サーピス等の生活支援情報も提供する予定

|②調査を自ら希望する事業者に対してその積極的な受審を評価し、報告内容の正確性を担保するため、

情報公表制度の調査項目を活用しつつ、従来の制度にとらわれない仕組みを別制度としての構築を検

討

③新聞等に広告を掲載

4.従来の制度運用と今後の実効性の比較

(1 ) r利用者による介護サービス事業所の選択」の実効性
「利用者による介護サーピス事業所の選択Jについて、平成24年度以降の調査実施体制では「これまでど

おり達成できる」が18団体 (56.3%)となっていた。このうち、平成23年度までの従来の運用において実効

性がどのようになっているかを内訳で見ると、「達成できた」は6団体 (18.8%)、「達成できていなしリ 12
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団体 (37.5%) となっている。また、今後の調査実施体制で「ニれまでどおり達成できない」は10団体

(31.3%)となっていた。このうち、従来の実効性が「達成できていないjが9団体 (28.1%)となっている。

全体の68.8%が「これまでどおり達成できない」と回答しているか、あるいは、今後の実効性は「これま

でどおり達成できる」ものの、従来の実効性が「達成できていない」と回答している。

表19 従来の制度運用と今後の実効性①「利用者による介護サービス事業所の選択」

従来の制度運用の実効性

合計 達成できた
達成できて

無回答
いない

合計
32 9 22 1 

100.0% 28.1% 68.8% 3.1% 

1.これまで以上に達成 3 2 1 。

できる 9.4% 6.3% 3.1% 0.0% 

今後の調査
2.乙れまでどおり達成 18 6 12 。

できる 56.3% 18.8% 37.5% 0.0% 
実施体制の

3固とれまでどおり達成 10 1 9 。
実効性

できない 31.3% 3.1% 28.1% 。目。%

4.ほとんど達成できな 。 。 。 。

くなる 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

無回答
l 。 。

3.1% I 0.0% 0.0% 3.1% 

※従来の制度運用の実効性の「達成できた」は「十分達成できた」と「品る程度達成できた」の計、 「達成できていな

い」は「あまり達成できていなLリと「ほとんど達成できていない」の計

※平成24年度以降の調査実施体制の実効性の回答数計を割合算出の母数とした

( 2) r介護サービス事業所のサービスの質の向上」の実効性
「介護サービス事業所のサーピスの質の向上」について、平成24年度以降の調査実施体制では「これまで

どおり達成できる」が17団体 (53.1%)となっていた。このうち、平成23年度までの従来の運用での実効性

表20 従来と今後の制度の実効性②「介護サービス事業所のサービスの質の向上J

従来の制度運用の実効性

合計 達成できた
達成できて

無回答
いない

合計
32 19 12 1 

100.0% 59.4% 37.5% 3.1% 

1.これまで以上に達成 l I 。 。

できる 3.1% 3.1% 0.0% 0.0% 

今後の調査
2.とれまでどおり達成 17 11 6 。

できる 53.1% 34.4% 18.8% 。目。%
実施体制の

実効性
3 これまでどおり達成 13 7 6 。

できない 40.6% 21.9% 18.8% 0.0% 

4.ほとんど達成できな 。 。 。 。

くなる 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

無回答
1 。 。 1 

3.1% 0.0% 0.0% 3.1% 

斑従来の制度運用の実効性の「達成できた」は「十分達成できたjと「晶る程度達成できたjの計、 「達成できていな

¥>Jは「あまり達成できていない」と「ほとんど達成できていない」の計
県平成24年度以降の調査実施体制の実効性の回答数計を割合算出の母数とした
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がどのようになっているかを内訳で見ると、「達成できた」は11団体 (34.4%)、「達成できていないJ6団体

(18.8%)となっている。また、今後の調査実施体制では「これまでどおり達成できない」が13団体 (40.6%)

となっていた。このうち、従来の実効性が「ある程度達成できた」は7団体21.9%、「あまり達成できない」

が6団体 (18.8%) となっている。

全体の59.4%が「これまでどおり達成できないjと回答しているか、あるいは、今後の実効性は「これま

でどおり達成できる」ものの、従来の実効性が「達成できていない」と回答している。

E まとめ

1.平成23年度の制度運用

「公表制度」は、平成22年10月4日の全国担当者会議において、平成24年度制度移行にあたって、平成23

年度の調査事務及び手数料の前倒し廃止を含む経過的運用案が示され、さらに、平成22年11月30日に出され

た事務連絡において、平成23年度の調査は現行どおりの運営とするものの、運営体制が確保できないなどや

むを得ない場合は、「調査事務及ぴ手数料の一部又は全部を前倒しで廃止」する経過的運用が可能とされた。

厚生労働省が示した平成23年度に都道府県がとるべき対応の例は、 1)現行どおり(平成23年度制度運用は

基本的に現行の制度運用とする)、 2)経過的運用 1(新規事業者のみ報告の対象とし、調査を実施しない

方法)、経過的運用II (調査対象を縮小し、実施する方法)というものであった。

平成23年の制度運用について、調査結呆では、「従来どおり(平成23年度の制度運用では従来どおり調査

を実施)J調査を行った団体は全体の32.4%だが、調査をいずれかの方法で縮小、または中止した団体は合

わせて67.6%になる。調査を縮小、または中止とした理由については、「介護サービス事業所の事務負担の

軽減のため」が44.0%で、「平成24年度以降の制度の方向性が見えないためJの36.0%を上回っている。また、

その他の回答にも、制度を見直し、調査の義務付けを廃止する方向性が経過的運用案に示されたことなどが

あげられている。調査結果は、平成23年度の調査事務及び手数料の前倒し廃止を含む経過的運用案が示され

たため、介護サービス事業所の事務負担軽減に配慮する必要性が高まったことに加え、今後の制度運用の見

通しが不透明等であること等が、平成23年度の制度運用に影響を及ぼしたことを示唆している。

2.平成24年度以降の制度運用の方向性

平成24年度以降の制度運用については、介護保険法改正後に厚生労働省よりガイドライン(案)引が下表

のとおり示された。

平成24年度以降の制度運用を見ると、従来どおり調査を毎年実施する団体はなく、「一定年数ごとに実施」

する団体も全体の16.2%にとどまる。一方、「虚偽報告がある場合、または通報等により虚偽報告の疑いが

ある場合等に実施」する団体が62.2%と最も高く、「事業所自ら調査を希望する場合に実施j古河3.2%と続い

ている。

平成24年度以降の調査実施体制において調査を毎年実施しない理由は、「介護サーピス事業所の事務負担

の軽減のためjが全体の75.0%と最も高く、「法改正により調査の義務が廃止されたため」の65.6%を上回っ

ている。「公表制度Jの見直し自体が、介護サーピス事業所の意見に端を発して実施された経緯6)からも、

当然の結果と考えられるが、平成24年度以降の調査実施体制の縮小は、主として「介護サーピス事業所の事

務負担の軽減のため」に実施されたことが示されている。

従来どおり調査を毎年実施されなくとも、介護サ}ピス事業所より報告公表される情報の正確性、的確性

は、全体の62.5%が「これまでどおり担保されるjと考えている。その理由としては、「介護サービス事業

所より報告公表される情報が虚偽であった場合、適正な措置を講じるため」が55.0%、「介護サービス事業

所の責任において正確、適切な情報が報告公表されると考えられるためj古'40.0%となっている。情報の正

確性、的確性は、介護サ}ピス事業所の責任に委ねられ、虚偽等の問題があった場合、通報等に基づく事後
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表21 ガイドライン(案)の概要

I 調査が必要と考えられる事項 A 調査を実施すべきと考えられる事項
0新規申請時又は新規指定時

C新規申請又は新規指定時から一定期間(毎年実施)

0事業者自ら調査を希望する場合

，B 地域の実情に応じて、調査を実施するものと考えられる

事項

0更新申請時

0調査による修正項目の割合に応じた実施

。一定年数毎に実施

E 調査を行わないなどの配慮をすると O第二者評価など、第三者による実地調査等が行おれてい

とが適当と考えられる事項 る場合

01事業所において複数サービスを実施している場合

国 他制度との連携等により効率的に実 C報告内容に虚偽が疑われる場合

施することが可能と考えられる事項 0公表内容について、利用者等から通報があった場合

0実地指導と同時実施

0状況に応じて、調査する項目を選定して実施

0その他必要に応じて実施する場合

(出典)介護サービス情報の公表制度における調査に関する指針策定のガイドライン(案)

的な指導監査等で対処できるため、概ね支障ないと判断されているものと推測される。一方、情報の正確性、

的確性が「これまでどおりは担保されない」と回答している団体は34.4%となっている。

3.制度運用の実効性

「公表制度」の導入から平成23年度までの運用の実効性を見ると、「利用者による介護サーピス事業所の

選択(サーピス選択)Jが、「あまり達成できていない」と「ほとんど達成できていない」を合わせ、 67.6%

が「達成できていなしリと回答している。一方、「ある程度達成できた」は29.7%となっている。

また、「介護サーピス事業所のサービスの質の向上(サーピスの質の向上)Jは、「ある程度達成できた」

が59.5%、「あまり達成できていなしヨ」が37.8%となっている。

制度導入から平成23年度までの運用の実効性については、サーピス選択よりもサーピスの質の向上の実効

性が高く評価されていることが明らかになった。

平成24年度以降の調査実施体制について、「利用者による介護サーピス事業所の選択(サーピス選択)Jが

「これまで以上に達成できる」と考える団体は9.4%となっている。一方、全体の68.8%がサービス選択につ

いて「これまでどおり達成できない」と回答しているか、あるいは、今後の実効性は「これまでどおり達成

できる」ものの、従来の実効性が「達成できていない」と回答している。

また、「介護サーピス事業所のサーピスの質の向上(サーピスの質の向上)Jは、「これまで以上に達成で

きる」と考える団体は3.1%にとどまる。全体の59.4%がサーピスの質の向上は「これまでどおり達成できな

い」と回答しているか、あるいは、今後の実効性は「これまでどおり達成できるJものの、従来の実効性が

「達成できていないJと回答している。

平成24年度以降の調査実施体制で、制度の実効性が改善されるとはほとんど考えられておらず、概ね6-

7割がこれまでどおり達成できないか、従来の不十分な状態が維持されると判断していることが示されてい

る。

4.制度見直しの問題点、今後の課題

「公表制度」の意義の1つである「利用者による介護サービス事業所の選択(サーピス選択)Jについて
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は、従来の制度運用における問題点として、「利用者・家族等が介護サーピス事業所を比較検討できる機能

が備わっていないJI公表された情報の用語が難しく、利用者・家族等にわかりにくい」こと等があげられ

ている。改善方策の上位には、「介護サーピス事業所の情報を一覧形式で比較検討できるようにするJI従来

の調査項目、調査手法を改善し、介護サービス事業所のサービスの質を判断できるようにするJI良質なサ

ービスを提供する介護サーピス事業所を容易に検索できるようにするJI介護支援専門員が本制度を積極的

に活用し、利用者・家族等への情報提供を促す仕組みを設ける」があげられている。

「利用者による介護サービス事業所の選択(サーピス選択)Jを実効あるものとするためには、まず、介

護サーピス事業所の比較検討する機能や良質な介護サービス事業所を検索する機能の整備が課題となる。し

かしながら、良質なサーピスを提供する介護サービス事業所を検索できるようにするためには、介護サーピ

ス事業所のサーピスが良質であるかどうかを把握し、情報提供する必要がある。さらに、良質な介護サーピ

ス事業所の情報を利用者に提供するにあたっては、介護支援専門員の役割古ま重要になることが示唆されてい

る。

一方、「介護サービス事業所のサービスの質の向上(サーピスの質の向上)Jについては、従来の制度運用

における問題点として、「介護サーピス事業所のサーピスの質の違いがわかる情報が提示されていないJI介

護サーピス事業所のサービスの質の向上が点検できる仕組みになっていないJI調査員は指導や評価を行つ

てはならず、調査結果が介護サービス事業所のサーピスの質の向上に結びついていなし、」等があげられてい

る。また、改善方策のよ位には、「従来の調査項目、調査手法を改善し、介護サーピス事業所のサーピスの

質を判断できるようにするJI良質なサーピスを提供する介護サービス事業所を容易に検索できるようにす

る」等があげられている。

表22 Iサービス選択JIサービスの質の向上jにあたっての主な問題点・課題

サービス選択 サービスの質の向上

.利用者・家族等が介護サービス事業所を比 .介護サービス事業所のサーピスの質の違い

較検討できる機能が備わっていない がわかる情報が提示きれていない(38.9%)

(58.3%) .介護サーピス事業所のサービスの質の向上

.公表された情報の用語が難しく、利用者・ が点検できる仕組みになっていない

家族等にわかりにくい (58.3%) (36.1%) 

問題点 .介護サービス事業所の取り組みゃサービス .調査員は指導や評価を行ってはならず、調

の特色がわかる情報が提示されていない 査結果が介護サービス事業所のサービスの

は4.4%) 質の向上に結びついていない (36.1%)

。利用者・家族等にとって介護サービス事業

所の選択をインターネットで行うととがな

じまない (44.4%)

@介護サービス事業所の情報を一覧形式で比 .従来の調査項目、調査手法を改善し、介護

較検討できるようにする (54.1%) サーピス事業所のサービスの質を判断でき

.従来の調査項目、調査手法を改善し、介護 るようにする (54.1%)

サービス事業所のサーピヌの質を判断でき φ良質なサービスを提供する介護サービス事
るようにする (51.4%) 業所在容易に検索できるようにする

改善方策 φ良質なサービスを提供する介護サービス事 (54.1%) 

業所を容易に検察できるようにする .介護サービス事業所の情報を一覧形式で比

(51.4%) 較検討できるようにする (43.2%)

@介護支援専門員が本制度を積極的に活用し、

利用者・家族等への情報提供を促す仕組み

を設ける (51.4%)

出所・「介護サービス情報の公表」制度に関するアンケート調査結果より筆者作成
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「介護サービス事業所のサ}ピスの質の向上(サーピスの質の向上)Jを実効あるものとするためには、

「利用者による介護サーピス事業所の選択」と同様、良質なサービスを提供する介護サーピス事業所を検索

できるようにするために、介護サービス事業所のサービスが良質であるかどうかを把握し、情報提供する必

要がある。その際には、介護サーピス事業所のサービスの質の違いを把握できるようにするだけでなく、サ

ービスの質の向上が点検できる仕組みを構築すること、調査結果を介護サービス事業所のサーピスの質の向

上に結びつけるようにすることが課題としてあげられている。

「利用者による介護サービス事業所の選択(サービス選択)Jを実効あるものとする取り組みを講じる主

体に関しては、「主に国において講じる必要がある」が51.4%となっており、「主に、都道府県において講じ

る必要があるJは18.9%にとどまる。また、「主に、都道府県において講じる必要がある」と回答する団体

の取り組みを見ると、 57.1%が「固によるガイドラインに基づく本制度の運用」をあげている。このため、

サーピス選択のための制度の改善方策を講じる主体は、国の呆たす役割が大きいと考えられる。

また、「介護サービス事業所のサーピスの質の向上(サーピスの質の向上)Jを実効あるものとする取り組

みを講じる主体は、「主に固において講じる必要があるjが43.2%、「主に都道府県において講じる必要があ

るJは37.8%であり、サーピス選択よりもサービスの質の向上に都道府県の取り組み意欲が見られる。「主

に、都道府県において講じる必要があるJと回答する団体の取り組みは、「介護サービス事業所に対する指

導監督実施体制の強化」が42.9%、「国によるガイドラインに基づく本制度の運用」が35.7%となっている。

このように、指導監督の強化によって、サーピスの質の向上を図る団体があるものの、「公表制度」の活用

を前提としたサーピスの質の向上のために改善方策を講じる主体は、サーピス選択と同様、全体として国の

果たす役害肋ま期待されると言える。なお、少数ではあるが、都道府県独自の取り組みを講じる団体がある。
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1 )社会保険審議会介護保険部会(第33回)資料「情報公表制度の在り方についてJ2010年9月24日。

2 )厚生労働省ホームページ「長妻大臣閣議後記者会見概要J2010年7月6日。

3 )平成22年度全国「介護サーピス情報の公表」制度担当者会議資料。

4) 2010年11月初日付け厚生労働省老健局振興課事務連絡。

5)介護サーピス情報の公表制度における調査に関する指針策定のガイドライン(案)20日年9月22日付け老健局振興課

事務連絡。

6) 2010年11月25日に社会保障審議会介護保険部会より示された『介護保険制度に関する見直しに関する意見jにおいて、

「公表制度Jに閑し、「都道府県知事又は指定調査機関による介護サービス事業者・施設に対する調査が義務付けられて

いるが、事業者にとってこうした調査等の負担が大きいという指摘がある。このため、利用者にとって活用しやすいも

のとなるよう、検索機能や画面表示などを工夫するとともに、調査については、都道府県知事が必要と認める場合に、

適切に実施することとするなど、事務の軽減を図り、手数料によらずに運営できる制度へと変更するべき」と提言され

円

~。


